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平成２３年度自衛隊の災害派遣及び不発弾等処理状況について

１ 災害派遣（東日本大震災の派遣状況を除く。）
(1)  平成２３年度災害派遣実績

(2) 平成２３年度の総括
● 件数に関しては平成２２年度比で１割増の５８６件
● 風水害・地震対応については件数は減じているものの台風１２号災害対応等を受け、

派遣人数、車両等はほぼ倍増
● 急患輸送については、約１割増の４４４件を実施し、その大半は航空機によるもの。
● その他特記事項として、その他の災害派遣においては、２２年度には口蹄疫による災

害派遣を実施したが、２３年度は地震発生に伴う航空機等による情報収集が主となった
ことから、人員、車両数が大幅に減じ、航空機の数が大幅増となった。

区 分
件 数

（前年度比）
人員（人）
（前年度比）

車両（両）
（前年度比）

航空機（機）
（前年度比）

艦艇等（隻）
（前年度比）

風水害・地震等
７

（－８）
３５，３８２

(＋２９，５８９)
１１，５９５

(＋１０，４３１)
２０１

（＋１６５）
０

（±０）

急患輸送
４４４

（＋３０）
２，２９０

（＋２２１）
５

（＋１）
４８３

（＋３９）
０

（±０）

捜索救助
３１

（±０）
２，９９５

（＋２２８）
３９０

（－１２５）
９０

（＋３２）
２

（±０）

消火活動
６０

（±０）
２，０６６

（＋１９８）
１６４

（－１４）
８５

（－３）
０

（±０）

その他の災害派遣
（情報収集等）

４４
（＋３１）

７６１
(－２６，３８８)

２３
(－４，８５３)

１０９
（＋８６）

０
（±０）

合計(前年度比）
５８６

（＋５７）
４３，４９４

（＋３，８４８）
１２，１７７

（＋５，５４０）
９６８

（＋３１９）
２

（±０）

２４ ． ６． ７
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(3) 細部実績等

区 分 実績等

ア 震災等・風水害

（ア）派遣実績
●平成２３年７月新潟・福島豪雨に係る災害派遣の実施
・派遣規模
延べ人員：１，７３２名、車両：３９６両、航空機 ：３０機

・活動地域
福島県只見町・新潟県三条市（７／２９～８／１２）

・活動内容
水防活動、物資輸送、給水支援等

●台風１２号による大雨等に係る災害派遣の実施
・派遣規模
延べ人員：３１，０９３名、車両：１０，４７９両、
航空機 ：１７０機

・活動地域
和歌山県新宮市、田辺市、那智勝浦町、日高川町
（９／３～９／２９）
三重県紀宝町（９／４～９／１４）
奈良県五條市、十津川村（９／４～１０／１４）

・活動内容
人命救助、行方不明者捜索、物資輸送、給水支援等

●台風１５号による大雨等に係る災害派遣の実施
・派遣規模
延べ人員：９３５名、車両：１１１両、航空機：０機

・活動地域
愛知県名古屋市、春日井市（９／２０～９／２１）
宮城県松島市、女川町（９／２１～９／２２）
福島県郡山市（９／２２）

・活動内容
人命救助、水防活動等

●大雪被害に係る災害派遣の実施
・派遣規模
延べ人員：１，６２２名、車両：６０９両、航空機：１機

・活動地域
北海道岩見沢市、三笠市（１／１７～１／２２）
青森県横浜町（２／２）
滋賀県高島市（２／２～２／３）
北海道三笠市（２／１４～１６）

・活動内容
排雪による道路啓開、航空偵察等

（イ）総 括
台風１２号による大雨等に係る災害派遣において、山間部、広域で

の土砂災害による行方不明者捜索に伴い、１ヶ月を超える長期対応を
実施したことにより、派遣人数全体の３／４を占めた。



区 分 実績等

イ 急患輸送

（ア）派遣実績
次ページ表１－１～７参照

（イ）総 括
●地域及び時期的傾向
・北海道、東京都、沖縄県が増加
－北海道は１４件／３２件が１２月～２月に集中
－東京都は、父島、母島からの急患輸送は３５件／７７件となっており、

２２年度の１９件/４９件から、件数、占有率とも増加
－沖縄県は、石垣島が２２年度３３件から４０件(７件増）、北大東島

が同６件から１９件(１３件増）、南大東島が同２２件から３２件
（１０件増）にそれぞれ増加

・長崎県が減少
－長崎県は、対馬が２２年度２４件から２０件（４件減）、壱岐が同

２１件から１７件(４件減）、中通島が同２５件から１１件(１４件
減）にそれぞれ減少

・ピーク時期
全般としては２月（５５件）、地域別では北海道が１月及び２月（各

６件）東京都が５月（１３件）、長崎県が１２月（１１件）、鹿児島県
が１１月及び２月(各１３件）、沖縄県が６月及び２月（各１７件）と
なっている。

●要因等別傾向
・男性８４名/２５０名、女性７２名/２００名が７０歳以上
（１件の要請で複数名を輸送することがあるため、総件数と人数は一致
しない）

・７０歳以上の急患輸送を行ったうち５０件/１５３件が１月～３月期に
実施
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区 分 実績等

ウ 捜索救助

（ア）派遣実績
県別の派遣実績は下表２のとおり。

（イ）総 括
● 海上保安庁からの要請は海上における行方不明者の捜索であり、漁船の
転覆等に伴う行方不明者の発生が原因
（６件/１６件は南西諸島海域で発生）

● 陸上で実施した災害派遣１４件のうち、北海道の５件／９件が４月から
６月に集中

捜索救助（各県等からの要請）

表２

0

2

4

6

8

10

12

14

16

9

1 1 1 1 1 1

16

（海上保安庁等の内訳は東京空港事務所長２件であり、遭難航空機の救助）
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区 分 実績等

エ 消火活動

（ア）派遣実績
県別の派遣実績は下表３のとおり。

（イ）総括
平成２３年度は、福岡県で１３件（２２年度比３件増）の出動、うち５件

は４月、５月に発生

消火活動（各県等における活動）

表３

（その他の内訳は年間１件の県）



区 分 実績等

オ その他の
災害派遣

（ア）派遣実績
次ページ表４、表５、表６参照

（イ）分 析
地震発生に伴う情報収集活動が前年の３倍に増加



その他の災害派遣

区 分 件数 派遣理由等

災害地等の
状況偵察

４２

地震発生時における被害情報収集（下段表５、表６参照）
・ ４月 ～ ６月（１／四） ２０件
・ ７月 ～ ９月（２／四） １０件
・ １０月～１２月（３／四） ４件
・ １月 ～ ３月（４／四） ８件

物資輸送 ２
・ 大村～上五島間の輸血用血液の輸送（９月）
・ 那覇～宮古島間の輸血用血液の輸送（３月）

合計 ４４

都道府県 計

北 海 道 ２

岩 手 県 ２

秋 田 県 ２

宮 城 県 ３

福 島 県 １２

茨 城 県 ７

栃 木 県 １

千 葉 県 ３

新 潟 県 ３

長 野 県 ２

山 梨 県 １

静 岡 県 １

和 歌 山 県 １

広 島 県 １

熊 本 県 １

計 ４２

表５：23年度都道府県別派遣件数

年度 件数

１９ ９

２０ ８

２１ ４

２２ ５

２３ ４２

表６：年度別派遣件数

表４



(4) 過去５年間の災害派遣の推移

43,494人

新潟県中越沖地震 岩手・宮城内陸地震
（東日本大震災を除く）

586件529件
606件

679件

559件 平均591件

ア 実 績
表のとおり。

イ 総 括
●件数についてはおおむね例年並
●台風12号災害対処等のため、人員は約1割増



イ 大規模震災対処における活動実績：延べ数

人 員 航空機 艦 船

東日本大震災 １０，６６４，８７０名 ５０，１７９機 ４，８１８隻

２ 東日本大震災の派遣状況
(1) 全 般（３／１１～１２／２６：２９１日間）

ア 派遣活動勢力：延べ数

※ 約１０万人の部隊集中は１週間程度で実施された。

人 員 航空機 艦 船

阪神・淡路大震災
（H7.1.17～

4.27）
２，２５４，７００名 １３，３５５機 ６７９隻

新潟県中越沖地震
（H19.7.16～

8.29）
９２，４００名 １，１８４機 ９５隻

※（参考）阪神・淡路大震災、新潟県中越沖地震との比較（表はそれぞれの派遣実績）
今回の東日本大震災は、それぞれの派遣実績を阪神・淡路大震災は２３日目で、新潟県中越沖

地震は８日目で人員の延べ数を超えた。

陸 自 海 自 空 自 総 計

人命救助 14,947名 896名 3,443名 19,286名

遺体収容 8,415体 425体 665体 9,505体

遺体搬送 1,004体 － － 1,004体

生
活
支
援

給 水 29,300t 1,511t 2,174t 32,985t

給 食 4,483,245食 235,000食 287,239食 5,005,484食

入 浴 1,044,275名 31,866名 16,444名 1,092,585名



ウ 原子力災害派遣における活動実績

活動実績

放 水

【自衛隊消防車による地上からの放水】
○ 消防車 延べ４４台
○ 放水量 約３３７．０ｔ

【ヘリによる空中からの放水】
○ 約３０．０ｔ

ご遺体収容
(原発３０ｋｍ圏内）

６２体

モニタリング
航空機による温度測定、放射線計測を実施
文部科学省による放射線計測を航空機により支援

一時立ち入り等のため
の除染所運営

最大９か所

その他
航空偵察の実施、集じん飛行の実施、ヘリ映伝による偵察の
実施、拠点除染



イ 大規模震災対処における活動実績：延べ数

(2) 平成２３年度（４／１～１２／２６：２７０日間）
ア 派遣活動勢力：延べ数

陸 自 海 自 空 自 総 計

人命救助 － － － －

遺体収容 1,873体 247体 27体 2,147体

遺体搬送 192体 － － 192体

生
活
支
援

給水 17,226t － 1,436t 18,661t

給食 3,178,051食 235,000食 158,483食 3,571,534食

入浴 938,581名 28,603名 13,992名 981,176名

人 員 航空機 艦 船

東日本大震災 ８，７８７，３７０名 ４９，０６２機 ３，７８３隻

ウ 原子力災害派遣における活動実績

活動実績

遺体収容
(原発３０ｋｍ圏内）

６２体

モニタリング 文部科学省による放射線計測を航空機により支援

一時立ち入り等
除染所支援

最大９か所（警戒区域内への住民の一時立ち入りを含む）

その他 拠点除染（浪江町、楢葉町、富岡町、飯舘村各役場）



0

500

1000

1500

2000

0

20

40

60

80

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

件トン 過去５年間の不発弾処理状況（全国）

トン数 件数

0

500

1000

0

20

40

60

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

件トン 過去５年間の不発弾処理状況（沖縄）

トン数 件数

３ 不発弾等処理
(1) 陸上において発見された不発弾その他の火薬類

ア 平成２３年度の実績（発見場所別）

イ 過去５年間の実績（発見場所別）
(ｱ) 全国（沖縄含む）

平均件数：１，５１２件／年 平均重量：４６．４トン／年

区 分 件 数 重量（トン）

全 国
（沖縄含む）

１，５７８（前年度比－１１） 約３８．２（前年度比－１１．５）

沖 縄 ８７７（前年度比＋６０） 約２２．９（前年度比－３．９）

(ｲ) 沖 縄
平均件数：８３０件／年 平均重量：２４．２トン／年



(2) 海上における機雷及びその他の爆発性の危険物(砲弾等)
ア 機 雷
(ｱ) 平成２３年度の実績

(ｲ) 過去５年間の実績(全国）
平均個数：１．８個／年 平均重量：１．２０トン／年

イ その他の爆発性の危険物
(ｱ) 平成２３年度の実績

(ｲ) 過去５年間の実績(全国）
平均個数：３,０５３．８個／年 平均重量：２４．８トン／年

区 分 件 数 重 量（トン）

全 国
（沖縄含む）

１（前年度比－２） 約０．４９（前年度比－１．３７）

区 分 件 数 重量（トン）

全 国
（沖縄含む）

２，８７９（前年度比－１，９９３）約２４．７（前年度比－１８．９）
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(3) 総 括
ア 陸上において発見された不発弾その他の火薬類

処理件数は、全国、沖縄ともに例年並み
イ 海上における機雷及びその他の爆発性の危険物
(ｱ) 機 雷

福岡県(苅田港）において１件、年平均発見件数（１．８件）を下回る。
(ｲ) その他の爆発性の危険物

昨年度比５８９件の減少
２２年度は、長崎県佐世保港及び沖縄県平良港における浚渫工事で大量の爆発性

の危険物が発見さたことにより件数が増加していたもの。


